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１．研究の背景と目的 
 近年の地域福祉研究では、推進主体や方法論の検証が盛んに取り組まれる一方、社会問
題を批判的にとらえ、構造的変革を促す機能を薄れさせているような状況が見られる。し
かし、福祉国家の枠組みでとらえることの困難な問題は増加しており、これまで以上に地
域レベルでの取り組みが求められるようになっている。そのような問題の構造に光をあて
ることのできる概念がソーシャル・エクスクルージョン（社会的排除）である。 
従来の福祉政策・制度がとらえきれず、また地域福祉の要である住民主体の活動、援助
職者の間接的援助が届かない排除の事例として、本研究ではディアスポラ（離散者）とな
って沖縄から本土へ移住した人びとのコミュニティに着目する。一般的にソーシャル・エ
クスクルージョンには、「政治的側面」、「経済的側面」、「文化的側面」のそれぞれにおける
アクセシビリティの制約があるとされるが、この〈沖縄人〉をめぐる状況は、第三の側面
として理解できるものであり、周囲（ホスト社会）との間に不均衡な関係がみられる。 
理念としてのソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）に関する近年の福祉政策は、
雇用や住宅などの経済的対応を軸に進められている。また、在住外国人に対するソーシャ
ルワークでは、在留資格や参政権などの政治的な支援が行われる。しかし、ホスト社会か
らのアイデンティティ非承認や社会関係の隔絶に象徴される沖縄人の状況は、文化的な面
での排除といえるものであり、これまでのソーシャル・インクルージョンの議論で十分と
らえられていない。このような問題が地域レベルで生起する時、地域福祉は実践的な修正
機能をもつことが重要であろう。 
 本研究では、その第三の側面を「文化的排除」と規定し、沖縄人の集住地区をもつ関西
の工業都市A市B区を事例として現状分析と実践課題の導出を試みる。このようなディア
スポラは被抑圧・排除下に置かれやすい上に、折しも東日本大震災後の日本の社会福祉は、
県外避難者という新たな層への対応を迫られている。本研究ではこの問題を題材に、今日
の地域福祉で未着手といえるこのテーマでの論究の端緒を開くことを目的としている。 
 B区の沖縄人が現在直面する問題は二つに大別できる（基本的には沖縄県と日本国家の
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問題の縮図といえる）。第一は、昔から現在まで、周囲からの抑圧や差別が続いていること
である。移民一世が渡航し始めた 20 世紀初頭と異なり、労働差別やスラムでの暮らしは
なくなり、制度的な差異も解消されたが、沖縄人への蔑視や排外主義的な言動だけは継続
されている。第二は、そのような状況をホスト社会が一向に意に介さないことである。沖
縄人たちは当事者組織をつくり、出版活動や各種行事、インターネットなどを通じて情報
発信し、理解を求めているが、ホスト社会は無反応である。さらに、近年の沖縄ブームに
乗じて沖縄贔屓を自認する（反面、沖縄の基地負担や失業率の高さなどの問題には目を背
ける）人が増えたことで、ますますこの問題は見えにくくなっている。沖縄には「見たい
面」と「とげのある面」が併存すると言われる。文化の本質を理解せず、前者だけを差し
出せと迫る行為は「文化的侵略」だと沖縄人は告発し、ホスト社会との壁をつくっている。 
 この状況は、社会学的には「ポストコロニアリズム」という概念で一般的に説明される。
つまり、植民地政策
．．
の失効後も、支配側社会（マジョリティ）と被支配側（マイノリティ）
との植民地関係
．．
（権力的非対性や搾取）が維持されることを批判するものであり、且つ、
支配側は自らを利するためのこの構造を隠蔽する傾向があることが指摘される。沖縄人も、
自分たちとホスト社会の関係がポストコロニアル状況にあると訴えている。 
このような問題に対し、社会福祉学が他のディシプリンと決定的に異なるのは、マジョ
リティとマイノリティの間に第三者的立場による援助介入の可能性を模索できるところで
あろう。本研究でいう「文化的排除」にはこのような意味を含んでおり、認識フレームや
援助方法の開発に資するものであることをねらいとしている。 
 
２．論文の構成 
 本稿は序章、第Ⅰ部（理論編：第 1章～第 3章）、第Ⅱ部（事例編：第 4章～第 7章、
補論）、終章から構成している。各章の概要は以下のとおりである。 
序章では、沖縄人をめぐる文化的排除を概説し、ディアスポラを研究対象とすることの
今日的な必要性について述べている。また、研究対象に関する概念を規定するとともに、
研究方法や論文の構成を説明した。 
 第Ⅰ部の表題は「文化的排除に対するアプローチの理論」としている。第1章では、今
日の社会的孤立・排除の深刻化をふまえ、地域課題として普遍的問題よりも個別的問題を
重視すべきこと、さらにはソーシャル・インクルージョンやローカル・ガバナンス（参加
と決定）の推進が地域福祉にとって当為であることを確認する。また、地域において文化
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的多様性の拡がりに対して対応が不十分であることをふまえ、地域福祉の既存資源やサー
ビス供給システムから問題設定することの限界性を克服するため、問題分析型の研究アプ
ローチを提起している。 
 第2章では、ソーシャル・エクスクルージョンに関する既往の論説を参照しながら、文
化的排除を定義する。またインクルージョン、グローバリゼーションなどの概念が内在し
うる弱者への排除性を検討し、これらを無批判に標榜することのリスクを指摘している。 
 第3章は、日本における文化的多様性の進行をふまえた社会福祉援助のあり方について
検討する。多文化主義的な援助の枠組みの提示と、それに対応する三つの事例を論考する。 
第Ⅱ部は「A市B区における沖縄人コミュニティの形成と排除」と題し、沖縄人が移民
となり、コミュニティを形成する経過について概ね時系列に説明する。第4・5章は一世、
第 6・7 章は二世以降を主にしている。第 4 章では、移民送出の主因である沖縄経済の窮
状、工場労働者を劣遇した階層構造、社会主義思想・運動に基づく同郷組織の形成と変貌、
さらには自ら沖縄を否定し、ホスト社会に適応しようとした同化運動を論証する。 
 第5章では、ブラジルやハワイなど国外への移住・コミュニティ形成と国内へのそれを
マクロ・メゾ視点で説明するとともに、苦難に満ちた労働や生活のあらましを、当事者へ
の聞き取りなどの歴史的資料をもとにミクロ視点で紐解いていく。 
 第6章では、高度成長期までの二世たちの労働環境や彼らが新たなコミュニティ活動を
開始するにいたった経緯を概説する。また、今日彼らが抱える地域生活上の問題が、ポス
トコロニアル状況下でどのように生成されているかを考察する。 
 第7章は、筆者が行った質的調査に基づく考察である。今日のB区における問題性につ
いて、地域福祉計画策定というガバナンス装置を通して指摘する。分析結果として、マイ
ノリティ側、マジョリティ側双方がもつソーシャル・インクルージョンの 13 要因（推進
要因・阻害要因）を抽出している。 
上の調査結果から、ローカル・ガバナンスの好ましい実態がみられなかったことをふま
え、補論を設けた。補論では、近年活発になっている「琉球の自治」論を切り口に、自治
に向けた沖縄の取り組みやB区の沖縄人コミュニティによる当事者運動を考察し、主体多
元化や地域福祉計画のような分権システムとの交点を探求することを目的とした。 
 終章では、第Ⅰ部において提示される理論枠組みをB区の事例に適用し、どのような援
助が必要かを検討するとともに、求められるディアスポラへの認識フレームについて、歴
史性と相対性の観点から提起している。 
